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年末調整の時期になりました。申告漏れや誤りが発生すると、税金の還付が受け

られなかったり、将来追徴等が発生したりする可能性がありますので、正確な申告

をお願いします。 

 

年末調整の時期です（お願い） 
今年も年末調整の時期になりました。書類提出の際、次の添付書類が必要になりま

すので、提出時期（10 月下旬）まで大切に保管をお願いします。 

① 保険会社発行の保険料控除証明書 

② 国民年金払込証明書（家族の分を代わりに支払っている場合を含む） 

③ 国民健康保険領収書の写し（同上） 

④ 令和 6 年分住宅借入金等特別控除申告書（税務署から自宅へ送付されています） 

⑤ 金融機関発行の年末残高等証明書（④に添付するもの） 

⑥ 源泉徴収票（埼玉県以外からの所得がある場合） 

 

児童手当支給と改正内容について 
今月は６～９月までの児童手当支給月です。該当の方は給与明細でご確認ください。 

また、10 月から児童手当の制度に改正がありました。以下をご確認いただき、

新しく対象となる子がいるなどの場合は、事務職員にお知らせください。 

 令和６年９月まで 令和６年１０月以降 

所得制限 あり なし 

支給額 3 歳未満、3 歳～小学生（第 3

子以降）：1 万 5 千円 

3 歳～小学生、中学生：1 万円 

3 歳未満：1 万 5 千円 

3 歳～高校生年代：1 万円 

高校生年代までの子(第 3 子以降※)：3 万円

支給期月 毎年 2 月・6 月・10 月 毎年偶数月 

※第○子のカウントには 22 歳年度末までの子も含むことができます（要件あり） 

保険料の標準報酬の定時決定が行われています 

 毎年 9 月に共済組合の保険料などの額の見直し（定時決定）が行われています。

定時決定により標準報酬月額が変更となった場合、9 月から共済組合や互助会の各

種掛金額が変更されていますので、給与明細書でご確認ください。なお、定時決定が

行われない方もいます。 

被扶養者がパート・アルバイトの方へお知らせ【重要】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パート・アルバイトをしている被扶養者の会社等で、令和 6 年 10 月 1 日から

保険制度に加入する場合があります。（上表参照） 

令和６年１０月１日から勤務先の保険制度へ加入するかどうか、被扶養者の方

に必ずご確認ください。加入する場合、至急事務職員へお申し出ください。 

（医療費の返納などが発生する場合があります。） 

 

 裏面も 

ご覧ください。 
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年末調整について 

年末調整とは？ 
 
①控対配…（教職員に関わりそうな部分のみ掲載。詳細は国税庁ＨＰ等を参照のこと） 

控除対象配偶者…職員の所得が 1,000 万円以下で、本年中の収入（給与収入の場 

合）金額が 103 万円以下の配偶者 

※公的年金だけの場合 158 万円以下（65 歳未満は 108 万円以下） 

源泉控除対象配偶者…職員本人の所得が 900 万円以下で、本年中の収入（給与収

入の場合）金額が 150 万円以下の配偶者 

 

②扶養親族…生計を一にする親族 16 歳以上）で、本年中の収入（パート等給与の

場合）金額が 103 万円以下の人をいいます。 

※公的年金だけの場合 158 万円以下（65 歳未満は 108 万円以下） 

※平成 14 年 1 月 2 日生～平成 18 年 1 月 1 日生の人（特定扶養親族） 

 

③同居老親等…同居している扶養親族で 70 歳以上の人をいいます。 

 

④配偶者特別控除…生計を一にする配偶者で本年中の給与等の収入金額が 103 万

円を超え 201 万 6 千円未満の場合で、あなたの所得が 1,000 万以下の場合に申

告できます。 

 

⑤社会保険料…親族の国民健康保険、国民年金等の保険料でご自分が支払ったもの

は本人の社会保険料として申告できます。共済組合任意継続掛金も控除対象です。 

 

⑥生命保険料…一般生命保険、個人年金保険、介護医療保険で控除限度額は 12 万

円です。平成 23 年 12 月 31 日までに契約したものと平成 24 年 1 月 1 日以降の

契約では控除限度額が異なります。 

 

⑦地震保険料…地震保険の他に平成 18 年 12 月 31 日までに契約した長期損害保

険（保険期間 10 年以上満期返戻金有りのもの）でも払い込んだ保険料によって控

除されます。控除額は最高 5 万円です。 

 

 

 

 

 

⑧住宅取得等特別控除…平成 27 年以降で住宅ローン等を利用して居住用家屋を新

築や購入または増改築等をした場合、一定の要件を満たせば控除を受けることがで

きます。 

令和 6 年中に取得した場合は、最寄りの税務署で確定申告をしてください。これ

は、特定増改築等をした場合にも該当となります。 

 

⑨小規模企業共済等掛金…本人の iDeco（個人型確定拠出年金）の保険料でご自分

が支払ったものは小規模企業共済等掛金として申告できます。 
 

※提出期限の厳守にご協力お願いします。 

 

1 年間の給与総額が確定する年末に月々の給与から源泉徴収してきた税額を、正当な年税額に一致させるための手続きをいいます。 

控除対象扶養親族の所得変化など現況に変化がある場合は速やかに事務職員までお知らせください。 

適正な年末調整のためには先生方の正しい申告が必要です。 

不明点は国税庁 HP や事務までお問い合わせください。 


